
（１）「挑戦的萌芽研究」の見直し （２）「若手研究」の見直し等

１．日本の研究をめぐる危機

２．研究種目の見直し

科研費による挑戦的な研究に対する支援強化について
（平成28年12月20日科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会）

３．今後の検討課題

○ 我が国の学術研究にとって、新たな知の開拓に挑む「挑戦性」の追求が最重要課題。

○ しかし、近年、以下のような問題が顕在化。
・研究者の自由なボトムアップ研究をめぐる環境が劣化（基盤的経費の縮減、研究時間の減少など）。
・短期的な成果を目指した研究が増加する一方、長期的視点に立った挑戦的な研究が減退。
・軌を一にして、日本の論文生産の順位などにおける存在感の低下（過去10年でTop10％論文数 4位→10位）。

⇒ 学術研究を支える唯一の競争的資金である科研費により、学術の枠組みの変革・転換を志向する挑戦的な研究を積
極的に支援。学問の「たこつぼ化」を是正する審査システム改革との一体的な見直しを推進。

○ 「基盤研究」種目群を基幹
としつつ、相補的な「学術変
革研究」種目群等を再編・強
化し、新たな体系へ。

○ 各種目の性格に応じた採択
率・充足率のバランスを確保。

○ 学術に変革をもたらす大胆な挑戦を
促すため、現行の「挑戦的萌芽研究」
（～500万円）を発展させ、より長期
的かつ大規模な支援を可能化。

⇒ 新種目「挑戦的研究」（～2000万
円）を創設。【平成29年度助成から】

…論文等の実績よりもアイディアの斬
新性等を重視。

…大括り化した審査区分の下、合議を
重視した「総合審査」を先行実施。

…真に挑戦的な研究課題を厳選、その
実行を担保する十分な資金を配分。

…計画の柔軟な変更を可能とするため、
基金制度を適用。

○ オープンな場での切磋琢磨を促すた
め、大型の「若手研究（A）」を「基
盤研究」に統合。【平成30年度助成から】

○ 若手の基盤形成を幅広く支援するた
め、小型の「若手研究（B）」を充実。

○ 研究者としての独立に必要な研究基
盤整備のため、所属機関と連携した重
点支援の仕組みを新設。

○ 「若手研究」の応募要件を博士号取
得後８年未満の者に変更。

○ 上記の取組を中心に「若手支援プラ
ン」を策定。

○ 分野間の資源配分や審査負担の在り方について検討。

○ 「新学術領域研究」の見直しについて平成32年度助成を目標に検討。

（３）「特別推進研究」の見直し

○ 「挑戦性」を一層重視し、助成対象
の新陳代謝を促進（同一研究者の複数
回受給を不可に）｡【平成30年度助成から】

「学術変革研究」
種目群

特別推進研究

「若手研究」種目群

「基盤研究」
種目群



「挑戦的萌芽研究」の見直し

名称 「挑戦的研究（開拓）」 「挑戦的研究（萌芽）」

対象 一人又は複数の研究者で組織する研究計画であって、
斬新な発想に基づき、これまでにない新たな方式の創
出など、学術の体系・方向の大きな変革・転換（トラ
ンスフォーマティブ・リサーチ）を志向し、飛躍的に
発展する潜在性を有する研究計画。

（同 左）
※ 探索的性質の強いもの、あるいは芽生え期のも
のを含む。

助成総額 500万円～2,000万円 ～500万円

研究期間 ３～６年間 ２～３年間

採択件数 科研費全体の目標（採択率30％）にこだわらず、
質を重視して件数を絞り込む。

（同左）

充足率 応募額を最大限尊重して配分（「基盤研究」種目群
との相違を明確化）。

（同 左）
※ 応募額の100％を基本。

実績の扱い 論文等の実績よりも発想の斬新性等を重視。ただし、
所要の研究遂行能力の確認のため、関連情報の提供を
要請。

（同 左）

審査方式 「中区分」に準じた区分による総合審査。
※ 応募件数が多くなることが見込まれるため、プレ
スクリーニングが必要。

（同 左）

重複制限 当面、現行の「挑戦的萌芽研究」の重複制限に準じ
て措置
※ 新審査システムへの移行後、「基盤研究」種目群
との役割・機能分担を適切に反映したものに見直し。

（同 左）

評価方法・
研究成果の
把握

時間をかけて成果を把握する必要性を踏まえ、報告
書の記載内容や提出時期等について検討。

（同 左）

○ 「挑戦的萌芽研究」を発展的に見直し、「挑戦的研究（開拓・萌芽）」の公募を平成29年度助成（平成28年
9月公募）から開始する。
【参考】平成28度「挑戦的萌芽研究」の助成実績 8,821件（100億円 ※直接経費）



「若手研究」の見直し等

○ 39歳以下の研究者の採択率は、全研究者の採択率に比して高く、若手研究者は他の世代の研究者と十分に競って
いる状況。

⇒ よりよい競争的な環境を形成するため、平成30年度助成（平成29年9月）から「若手研究（A）」（～2000万
円）の新規公募を停止し、「基盤研究」種目群等による支援に移行。

⇒ 経過措置（３年程度）として「基盤研究（B）」の審査において、若手研究者を優先的に採択する仕組みを導入。

「若手研究（A）」の見直し

○ 「若手研究（B） 」（～500万円）は、若手研究者が「基盤研究」等へ円滑にステップアップするために、実績と
経験を積み、研究者としての基盤の形成を促進する種目という位置付けを明確化しつつ、他の種目に優先して採択
率の確保・向上を図る（30％超）。

○ 規模の大きい「基盤研究（B）」等への移行を促進するため、最終年度前年度応募の仕組みを弾力化。

「若手研究（B）」の充実

○ 研究室を主宰する研究者として研究活動を行おうとする際の当該所属機関による研究環境の整備が困難となって
いる状況。

⇒ 所属機関による研究基盤整備計画の実施を条件とした、独立支援の仕組みを科研費の中に導入。

※ 科研費の新規採択・交付を受ける者のうち、研究室の主宰者となる直前・直後の研究者に対して、所属機関
が研究基盤整備を主体的に実施した後に、科研費の追加交付を可能とする制度。

若手研究者等の独立支援

○ 年齢基準（39歳以下）から、若手研究者のキャリア形成に係る多様なニーズに的確に応え、博士人材育成に資す
る観点から、「若手研究」の応募要件を博士号取得後８年未満の者に変更。

※ 育児休業等の期間を特例として不算入。39歳以下の博士号未取得者も当面は対象（３年程度の経過措置）。

支援対象の在り方

【参考】平成28年度助成実績 1,407件（65億円 ※直接経費）

【参考】平成28年度助成実績 14,709件（153億円 ※直接経費）

以下の取組を中心とする「科研費若手支援プラン」を策定、実行



「特別推進研究」の見直し

○「新しい学術を切り拓く真に優れた独自性のある研究」を重点的に支援するよう明確化。
※「最先端の研究」の単なる継続・発展は対象外。

○ 研究者の一世一代の挑戦を支援し、助成対象の新陳代謝を促進。
※ 同一研究者による複数回の受給は不可（研究テーマが全く異なる場合は例外的に可）。

○ より多様で幅広い評価を行うために審査方式を改善。
※ 合議審査の更なる活性化（審査委員の少人数化、専門的な審査意見書の充実等）。
※ 海外研究機関に所属する研究者（海外レフェリー）の活用を推進。

対象：国際的に高評価を得ている研究の一層の推進
研究期間：３～５年間
応募総額：５億円程度まで
助成規模：73件・56億円（平成28年度新規＋継続）
Top10％論文割合（H8-H22平均）： 25％
複数回受給者の割合（H21-H27）：25％

「特別推進研究」の概要

○ 科研費の最大種目「特別推進研究」を、「挑戦性」を重視する観点から抜本的に見直し、
成果創出の最大化を目指す（「基盤研究」種目群、「学術変革研究」種目群双方の性質を
併せ持つ種目として位置付け）。

見直しのポイント

【今後の検討課題】
○ 研究者・評価者の双方に過度な負担のかからないように配慮しつつ、採択後の評価の検討。
○ 受給回数の制限を導入することから、所属機関又は他の公的研究費による措置に切れ目なくつな
げる方策等の検討。

【平成30年度助成（平成29年度9月）から】


